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１.企業集団の状況 
 
 

当企業集団はローランド株式会社（当社）および連結子会社２１社、持分法適用関連会社４社、その他関
係会社１８社より構成されており、電子楽器およびコンピュータ周辺機器の製造、販売を主な事業としてい
ます。事業内容と当社および主な連結子会社、持分法適用の関連会社、その他の関係会社の当該事業におけ
る位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりです。 

 
事業区分 主な製品商品区分 主要な関係会社 

 

 

国 

内 

 

 

連結子会社(５社) 

ﾎﾞｽ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞｲｰﾃﾞｨｰ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾃｯｸ㈱､ 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ｱｲ･ﾋﾟｰ㈱､ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾐｭｰｼﾞｯｸ ｽﾀｼﾞｵ㈱ 

その他関係会社(３社) 

ｽﾀｼﾞｵ ｱｰﾙ㈱､㈱ﾃﾞｭｵ､ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾌﾟﾗﾝ㈱ 

 

 

                     （計  ８社） 

 

 

 

 

･電子楽器 

ｼﾝｾｻｲｻﾞｰ､ﾄﾞﾗﾑ及びﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ､

ｷﾞﾀｰ･ｴﾌｪｸﾀｰ､ﾘｽﾞﾑﾏｼﾝ､楽器用 

ｱﾝﾌﾟ､ｷﾞﾀｰ･ｼﾝｾｻｲｻﾞｰ 

 

･家庭用電子楽器 

電子ﾋﾟｱﾉ､電子ｵﾙｶﾞﾝ､ﾐｭｰｼﾞｯｸ･

ﾃﾞｰﾀ 

 

･音響機器 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾚｺｰﾀﾞｰ､業務用ｱﾝﾌﾟ 

及びｽﾋﾟｰｶｰ､音源ﾎﾞｰﾄﾞ(OEM) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海 

外 

 

 

 

 

 

 

 

連結子会社(１０社) 

Roland Corporation U.S.､Roland Canada Music Ltd.､ 

Rodgers Instruments LLC､ 

Roland Audio Development Corporation､ 
Roland Europe S.p.A.､Roland(U.K.)Ltd.､Roland France SA､ 
Roland Elektronische Musikinstrumente HmbH､ 

Roland Benelux n.v.､Roland Italy S.p.A. 

持分法適用関連会社(４社) 
Roland Electronics de Espana S.A.､ 
Electronic Musical Insruments Roland Scandinavia a-s､ 
Roland Brasil Ltda.､ 
Roland Taiwan Electronic Music Corporation 
その他関係会社(１１社) 
Roland Corporation Australia Pty. Ltd.､ 
Roland Taiwan Enterprise Co.,Ltd. 
他９社 

                     （計 ２５社） 
 

国 

内 

連結子会社(１社) 

ｴﾃﾞｨﾛｰﾙ㈱ 

                     （計  １社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電子楽器

事  業 

（当 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連機器 

ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ･ﾐｭｰｼﾞｯｸ関連商品､ 

ﾋﾞﾃﾞｵ編集機器､ﾊﾟｰﾂ(製造部品

等) 

 
 
 

海 

外 

連結子会社(１社) 

Edirol Corporation North America 
その他関係会社(１社) 
Edirol Europe Ltd. 

                     （計  ２社） 

 

国 

内 

 

連結子会社(１社) 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱   

その他関係会社(２社) 

㈱ﾏｯｺｲ、ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ ｱｰﾙ㈱ 

                     （計  ３社） 

 

 

 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 
周辺機器
事  業 

(ﾛｰﾗﾝﾄﾞ 
ﾃ゙ ｨー .ｼ゙ .ー㈱ ) 

 

 

 

 

･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器 

ﾌﾟﾛｯﾀ､ｶｯﾃｨﾝｸﾞﾏｼﾝ､ﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ､

ﾌﾟﾘﾝﾀ 

 

 

海 

外 

連結子会社(３社) 

Roland DGA Corporation､Roland DG Benelux n.v. 
Roland DG (U.K.) Ltd.  
その他関係会社(１社) 
Roland DG Australia Pty.Ltd. 

                     （計  ４社） 

※その他関係会社の欄に記載の会社は、持分法非適用の非連結子会社および関連会社 
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関 係 会 社 の 状 況 
2002年3月31日現在 

     関 係 内 容 

     役 員 の 兼 任 資 金 営 業 上 の 設備の 

     当社役員 当社従業員 援 助 取 引 賃貸借 

(連結子会社)           
 
ボ   ス ㈱ 

 
静岡県浜松市 

百万円 
40 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

 

名 
3 

名 
1 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

 
 
 

 
長野県松本市 

百万円 
45 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

名 
2 

名 
2 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
有 
 

 
 

 
静岡県浜松市 

百万円 

50 

 
電 子 楽 器 

％ 

100 

名 

2 

名 

1 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
有 
 

  
静岡県浜松市 

百万円 
1,933 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周 辺 機 器 

％ 
 50.7 

名 
3 

 
無 

 
無 － 

 
有 
 

 
 

 
静岡県浜松市 

百万円 

50 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

名 
3 

名 
3 

 
無 

当 社 へ の 

製 造 委 託 

 
有 
 

 

 

エ デ ィ ロ ー ル ㈱ 

 

 

静岡県浜松市 

 

百万円 
350 

 

 
電 子 楽 器 

 

％ 
100 

 

名 
5 

 

名 
2 

長期貸付金 
百万円 

806 
債務保証 

百万円 
118 

当 社 商 品 

の 販 売 

 

 

有 
 

ローランド 

ミュージック スタジオ㈱ 

東京都 
千代田区 

百万円 
480 

 
電 子 楽 器 

％ 
 100 

名 
3 

 
無 

短期貸付金 
百万円 
100 

－ 

 
有 
 

Roland Europe 
S.p.A. 

Acquaviva 
Picena 
Italy 

EUR 千 
11,440 

 
電 子 楽 器 

％ 
56.6 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

Rodgers  
Instruments LLC 

Hillsboro 
Oregon 
U.S.A. 

US$ 千 
23,000 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

（100） 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

Roland Corporation 
U.S. 

Los Angeles 
California  
U.S.A. 

US$ 千 
645 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

 
Roland(U.K.)Ltd.         
 

Swansea  
W.Glam. 
U.K. 

Stg.£ 千 
5,000 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

 
無 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland  
Elektronische  
Musikinstrumente  
HmbH.  

Oststrasse 
Norderstedt 
Germany 

EUR 千 
 

 3,300 

 
 

電 子 楽 器 

％ 

100 

名 
 

1 

名 
 
1 

債務保証 
百万円 

8 
当 社 商 品 

の 販 売 

 
 

無 

Roland  DGA 
Corporation 

Irvine 
California 
U.S.A. 

US$ 千 
4,196 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周 辺 機 器 

％ 
71.8 

（71.8） 

 
無 

 
無 

 
無 

 
 
 

 
無 

Roland Audio 
Development 
Corporation 

La Mirada 
California 
U.S.A. 

US$ 千 
300 

 
電 子 楽 器 

％ 
100 

（100） 

名 
2 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 製 造 

 
無 

Roland Canada 
Music Ltd. 

Richmond  

B.C. Canada 

CAN$千 
7 

 
電 子 楽 器 

％ 
80.8 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

 
 
Roland France SA 

 
Lagny 
Cedex 
France 

EUR 千 
 

2,280 

 
 

電 子 楽 器 

％ 
 

100 
 

名 
 

1 

 
 

無 

長期貸付金 
百万円 

278 
債務保証 

百万円 
16 

 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
 

無 

 

議決権の 

所有割合 

主要な事 

業の内容 
名 称 住 所 資 本 金 

ロ ー ラ ン ド 

イ ー デ ィ ー ㈱ 

ロ ー ラ ン ド 

テ ッ ク ㈱ 

ロ ー ラ ン ド 

デ ィ ー ． ジ ー ． ㈱ 

ロ ー ラ ン ド 

ア イ ･ ピ ー ㈱ 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 
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     関 係 内 容 

名 称 住 所 資 本 金   役 員 の 兼 任 資 金 営 業 上 の 設備の 

     当社役員 当社従業員 援 助 取 引 賃貸借 

Roland Benelux 
n.v. 

Westerlo 

Belgium 

EUR 千 
75 

 
電子楽器 

％ 
70.0 
(20.0) 

 
無 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland DG 
Benelux n.v. 

Westerlo 

Belgium 

EUR 千 
72 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周辺機器 

％ 
70.0 

（70.0） 

 
無 

 
無 

 
無  

 
無 

Edirol Corporation 
North America 

Bellingham 
Washington 
U.S.A. 

US$ 千 
5,400 

 
電子楽器 

％ 
85.9 

（12.8） 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland Italy 
S.p.A. 

Milano  
Italy 

EUR 千 
1,550 

 
電子楽器 

％ 
90.0 

 

名 
1 

 
無 

 
無 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 
 

Roland DG (U.K.) 
Ltd. 

Swansea 
U.K. 

Stg.£ 千 
3,300 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 

周辺機器 

％ 
100 
(100) 

 
無 

 
無 

 
無 

  
無 
 

(持分法適用関連会社)          

Electronic 
Musical Instruments 
Roland Scandinavia 
a-s 

 

Copenhagen 
Denmark 

 
 

DKr 千 
600 

 
 

電子楽器 

 
％ 

49.0 

 
 

無 

 
 

無 

 
 

無 

 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
 

無 
 

Roland  
Electronics  
de Espana, S.A. 

Barcelona 

Spain 

EUR 千 
610 

 

 
電子楽器 

％ 

50.0 

名 

1 

 

無 

 

無 
当 社 商 品 

の 販 売 

 

無 

 

Roland Brasil 
Ltda. 

Sao Paulo 

Brazil 

R$ 千 
370 

 

電子楽器 

％ 
 50.0 

 
無 

 
無 

債務保証 
百万円 

24 

当 社 商 品 

の 販 売 

 
無 

Roland Taiwan 
Electronic 
Music Corporation 

 
台北 
台湾 

 
NT$ 千 
60,000 

 
 

電子楽器 

 
％ 

50.0 

 
名 

2 

 
 

無 

 
 

無 
当 社 商 品 

の 製 造 

 
 

無 
 

 

(注)1. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

2. 当連結会計年度において、ローランド ミュージック スタジオ㈱（旧社名：ビクター・テクニクス・ミュージック㈱）
に資本参加し、連結子会社としました。また、ローランド ディー．ジー．㈱がRoland DG (U.K.) Ltd.を全額出資によ
り設立したため、連結子会社としました。その他、前連結会計年度において持分法適用関連会社であったRoland Italy 
S.p.A.は、当連結会計年度中に子会社になったため、当連結会計年度から連結の範囲に含めています。 

3. 議決権の所有割合の（   ）内は間接所有割合を内数で記載しています。 

4. ボス㈱、ローランド ディー．ジー．㈱、Roland Europe S.p.A.、Rodgers Instruments LLC、Roland Corporation U.S.、
Roland (U.K.) Ltd.は、特定子会社に該当します。 

5. ローランド ディー．ジー．㈱は、有価証券報告書を提出しています。 

6.  エディロール㈱は、2001年4月1日付で、エディロール インターナショナル㈱から社名を変更しました。 

7. 売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）が連結売上高の10％を超える連結子会社の「主要な損益情報等」は次の

とおりです。 

（単位：百万円） 

会 社 名 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 純 資 産 額 総 資 産 額 

Roland Corporation U.S. 20,324 703 400 8,449 11,864 

 

 

 

 

 
 
 
 

主要な事 

業の内容 

議決権の 

所有割合 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 

ﾛｰﾗﾝﾄﾞ  
ﾃﾞｨｰ.ｼﾞｰ.㈱ 
よりの仕入 
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２．経 営 方 針 
 
  ローランドグループの経営方針の概要は次のとおりです。 
 
(１) 経営の基本方針 
「開発」と「堅実経営」を経営の基本とし、３つの経営理念を掲げています。 

 
・創造の喜びを世界にひろめよう 

  オリジナル技術の開発を最も重視し、製品を通じて世界中の顧客に創造の喜びを提供する「技術提案型企業」と
して、常に新しい分野の開拓に努めています。 

・BIGGESTよりBESTになろう 
  グループ各社が量より質を重視し、各分野でNO.1商品を創出し、Bestな 企業体を目指し続けます。 

・共感を呼ぶ企業にしよう 
  顧客、株主、取引先、社員がよきパートナーとなり多くの人々にとって有意義で社会的に貢献できる企業体を目
指しています。 

 
(２) 利益配分に関する基本方針 

従来から株主への還元を充実させる一方、将来の事業展開のための内部留保にも留意しつつ良好な財政状態の維持
を基本方針としています。株主配当は、配当性向30％を考慮に入れるとともに、より積極的な利益還元策も視野に入
れつつ、株主各位のご期待に添うよう努めます。また、内部留保資金は、電子技術の目覚しい進歩並びに新しい市場
ニーズに応えるための技術開発、フレキシブルな生産体制の拡充及び市場競争力の増強、さらに内外における販売体
制の強化に充て、これにより収益の向上と経営基盤の強化を図ります。 
当期純利益は厳しい水準にあり、配当性向も 100％を超えますが、長期に保有される株主に報いるとともに、本年

4月に迎えた創立30周年を鑑み、期末配当金は１株当たり10円とし、実施済の中間配当金1株当たり10円と合わせ
て年間20円配当（前期に比べ5円の減配）とします。また、2003年3月期は厳しい利益水準が続くと予想されるた
め、遺憾ながら年間17円配当（中間8円50銭）を予定しています。 

 
(３) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、株式の流動性向上と投資家層の拡大を図るため、すでに1998 年 8 月に投資単位を1,000 株から100 株に
引下げています。 

 
(４) 中長期的な会社の経営戦略 

グループ各社では従来から“各商品分野毎に№1 商品を創り育てる”“商品の市場価値を 30％高める”を目標とし
た「301 プロジェクト」運動を日々の活動のベースとして推進しています。電子オルガン、ビデオ編集機器、業務用
音響機器の３分野は今後の売上増が期待できる分野として特に注力いたします。 
また、2002 年４月より導入した執行役員制度の下、意思決定の迅速化を図り、競合他社に先駆けて新製品を開発、

販売することに努めます。 
販売の面では、営業部門と音楽教室部門との連携をこれまで以上に重視いたします。ハードウェアとソフトウェア

の販売にとどまらず、音楽教室｢ローランド ミュージック スタジオ｣において電子楽器の特徴を生かした教育サービ
スを提供することを通じ、中長期的に販売力の強化を図ります。 
海外におきましては、通貨統合後、加速する欧州の一体化に対応して販売網を整備し、効率化と体制の強化を行い

ます。 
コンピュータ周辺機器事業では、引続き業務用大型カラープリンターと三次元入出力装置の二分野に開発の重点を

置き、より高機能を求める顧客のニーズに対応します。また、製品設計の３次元CADデータを部品発注から製造・組
立工程に活用する「デジタルファクトリーシステム」により効率化を推進します。 

ローランドグループは事業と製品群に応じて複数のブランドを展開しています。 
電子楽器のパイオニア    Roland 
コンピュータ周辺機器事業    Roland DG 
ギター関連機器     BOSS 
コンピュータ・ミュージックとビデオ編集分野の新ブランド EDIROL（エディロール） 
大型クラシックオルガン    Rodgers 

さらに分社化によりそれぞれのブランドに集中した経営体制を整備しています。グループ戦略の下、各ブランドの
開発・製造・販売活動を行うグループ各社がそれぞれのブランド価値向上を軸に活動を行い、グループ全体として安
定した収益基盤の確保を目指します。 

 
(５) 会社の対処すべき課題 

国内、海外ともに経営環境は依然厳しく、企業間競争もますます激化すると予想されます。 
事業の拡大を目指す一方で効率化を進め、特に電子楽器事業において国内と欧州での販売の回復を図り、工場稼動

率の引上げと業務の見直しにより利益率を改善します。中国を含めた内外の製造会社における経営資源の効率的配分
に注力するとともに、音楽教室等の重点分野、新規分野へは積極的な投資を行い、ROEの改善に努めます。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 
 (１) 経 営 成 績 

１. 当期の概況 （単位：百万円） 
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

株主資本当期
純利益率(%) 

2002 年 3 月期 62,032 1,908 2,183 300 11 円 73 銭 0.6％ 
2001 年 3 月期 58,756 1,984 2,304 808 31 円 61 銭 1.6％ 

増減率 5.6％ △3.8％ △5.2％ △62.9％ － － 

 
当期の経済環境は、国内景気の低迷に加えて海外景気の減速により内外ともに厳しさが強まりました。電子楽

器事業は、海外最大の市場である北米で米国同時多発テロの影響を受けて需要が一時大きく後退し、ヨーロッパ
では一部で改善の兆しが見られるものの概ね横這いの状況でした。国内では個人消費に依然改善の兆しが見られ
ず、厳しい状況を余儀なくされました。一方、コンピュータ周辺事業は同様に内外景気の影響下にありながらも、
情報通信技術の進展により取扱い可能な情報量と処理速度の向上に伴い、ＩＴを業務に有効活用し企業の競争力
を高めるニーズが需要を下支えしました。 
上記の結果、営業利益および経常利益は前期と比較して減少しました。さらに、株式市況の悪化から保有株式

の評価損388百万円を計上したため、当期純利益は300百万円となりました。 
 
営業の概況（事業の種類別セグメント）は次のとおりです。 
 （単位：百万円） 
 電子楽器事業 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ周辺機器事業 
 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

2002 年 3 月期 48,905 492 13,127 1,415 

2001 年 3 月期 47,005 853 11,750 1,130 

増減率 4.0％ △42.3％ 11.7％ 25.2％ 

 
［電子楽器事業］ 

日本においては、カラオケ・遊技機向けの音源ボードおよび携帯電話向け着信メロディーサービス等音楽デー
タ配信サービスが昨年に続けて売上を伸ばしました。2001 年 9 月に日本ビクター株式会社の音楽教室事業｢ビク
ター・テクニクス・ミュージック｣を継承して発足した｢ローランド ミュージック スタジオ｣は、音楽教室収入の
増加をもたらすとともに、ラインアップを一新した電子オルガンの新機種の売上増に貢献しました。また、シン
セサイザーは厳しい状況で推移したものの、コンパクトタイプの電子ピアノの新製品が好評を得、全体の売上は
増加しました。 
北米においては、デジタル・レコーダーが低価格機種から高価格機種まで前期に引続き売上を伸ばし、ギター

用マルチエフェクターの新製品も堅調であり、電子オルガンも急増しました。同時多発テロに伴い需要が一時減
退したものの、売上は増加しました。 
欧州においては、ドイツ、フランス等における個人消費の停滞の影響を受けたものの、英国での需要増やユー

ロ相場の回復による好影響により、売上増となりました。 
2001 年 9 月に国内で発売したビデオ編集機器｢DV-7 シリーズ｣は、その優れた操作性と豊富な機能がビデオ愛

好者のみならず業務用ユーザーからも注目されています。 
 
開発・製造面では、開発体制の見直しにより、基本性能を重視してユーザーのニーズに合致した価格を実現し

た新製品を発表しました。また、国内外での製造の分業体制をより強固にし原価率の改善を図るため、2001年7
月、中国蘇州市に楽蘭電子（蘇州）有限公司を設立し、製造を開始しました。 
 
販売面では、音楽教室｢ローランド ミュージック スタジオ｣において、お客様に楽器演奏の喜びを提供する新

しいタイプの音楽教室を展開し、教育内容の充実に努めています。 
また、商品物流経路の見直しを行い、電子ピアノ等大型製品の工場からの直接出荷や流通センターでの輸出業

務の改善等、自社インフラの活用により物流経費を削減しました。 
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［コンピュータ周辺機器事業］ 
引続き、｢カラー｣（業務用大型カラープリンター）と｢３Ｄ｣（三次元入出力装置）に注力して事業を展開し、

積極的に新製品を投入しました。 
「カラー」の分野では、マーケティング強化を行い、サイン市場に向けて最適な新製品の開発とソリューショ

ンを提案することにより既存市場の活性化を図りました。また、新たな製品用途開発を行うことで新規市場の開
拓に努めました。一方「３Ｄ」の分野では、ＩＴ化が急速に進む製造業界にデザイン・開発から生産まで一貫し
た「ものづくりのデジタル化」を提唱。３Ｄ分野の先端企業との提携を通じ市場環境の育成とブランドイメージ
の確立に努めました。 
営業力を強化するため、国内で2001年4月にモデリング アール株式会社を、また欧州では2002年1月にRoland 

DG (U.K.) Ltd.を設立するなど国内外の販売網の整備を行いました。 
以上の結果、各地域で増収を果たし、特に欧州は急激なユーロ安の悪影響を脱したこともあり、北米に迫る売

上規模に成長しました。 
 
なお、コンピュータ周辺事業の中核であるローランド ディー.ジー.株式会社は、2002 年 3 月1日に東京証券

取引所市場第一部銘柄に指定替えされました。 
 

２. 次期（２００３年３月期）の見通し 
（単位：百万円） 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

2003年3月期見通し 65,000 2,700 2,900 1,100 43 円 02 銭 
2002年3月期実績 62,032 1,908 2,183 300 11 円 73 銭 

増減率 4.8％ 41.5％ 32.8％ 266.6％ － 
 
国内では引き続き個人消費が低迷すると予想され、海外においても北米景気の回復とその世界経済に及ぼす影響が

見極め難く、市場環境はこれまでと同様に厳しいと思われますが、引き続き製品力の強化と業務改革によるコスト削
減に努め、売上、利益ともに回復する見通しです。 
 

[電子楽器事業] 
ユーザーのニーズにより適合した製品を今後も継続して発売いたします。国内では、家庭用電子楽器販売と音楽教

室事業との連携を強化し、拡販を図ります。海外においては、欧州において販売会社の営業体制を整備、強化します。 
 
[コンピュータ周辺機器事業] 

引続き｢カラー｣と｢３Ｄ｣に経営資源を集中し、製品の販売にとどまらず顧客にトータルなソリューションを提供す
る企業として差別化を図ります。 
 
なお、2003年3月期の業績見通しにおける為替レートは、1米ドル＝120円、1ユーロ＝110円と想定しています。 
 

 (２) 財 政 状 態  

１．当期末の資産の状況 
 

項 目 金額（百万円） 前期末比 
総  資  産 ７０,０５５ ３.０％増 
株 主 資 本 ５０,５２２ ０.５％増 
株主資本比率 ７２.１％ １.８ﾎﾟｲﾝﾄ減 

 
当期末は、前期末に比べて受取手形及び売掛金の増加等により流動資産が2,209百万円増加しましたが、土地

の再評価等により固定資産が183百万円減少した結果、総資産の増加は2,025百万円となりました。負債は短期借
入金の増加等により1,433百万円増加しました。株主資本は262百万円増加し、そのうち主たる変動は土地の再評
価差額金△1,265百万円と為替換算調整勘定の増加1,817百万円です。 

 
２．当期のキャッシュ・フローの状況 

 (単位：百万円) 
営業活動によるキャッシュ・フロー ３,５４１ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △３,７８２ 
財務活動によるキャッシュ・フロー ３２６ 

換算差額 ４５８ 
増加 ５４４ 

現金及び現金同等物期首残高 １８,６０１ 
現金及び現金同等物期末残高 １９,１４５ 

 
当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、3,541百万円の収入となり、投資活動によるキャッシュ・フロ

ーは、主に有形固定資産の取得及び子会社株式の取得等により3,782百万円の支出となりました。財務活動によ
るキャッシュ・フローは、短期借入金の増加等により326百万円の収入となりました。これらの結果、当期末の
現金及び現金同等物残高は、19,145百万円となり、前期末より544百万円増加しました。 
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４．連 結 財 務 諸 表 等 
 
 (1) 連結貸借対照表  
 

（単位：百万円） 

 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 （２００２．３．３１） （２００１．３．３１） 増 減 

 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

( 資 産 の 部 )  ％  ％  
流 動 資 産      

現 金 及 び 預 金 １９,１４６  １８,６６１  ４８４ 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ８,９４８  ７,５６２  １,３８６ 
有 価 証 券 ８２  －  ８２ 
た な 卸 資 産 １３,２５１  １３,８２７  △   ５７５ 
繰 延 税 金 資 産 １,２３６  ９６０  ２７５ 
そ の 他 ２,２１２  １,６５４  ５５７ 
貸 倒 引 当 金 △    ４６２  △    ４６１  △     １ 

流 動 資 産 合 計 ４４,４１５ 63.4 ４２,２０５ 62.0 ２,２０９ 

固 定 資 産      
有 形 固 定 資 産      
建 物 及 び 構 築 物 ８,３９８  ７,８０６  ５９１ 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ７８４  ７３３  ５０ 
工 具 器 具 備 品 １,７１９  １,７４３  △    ２３ 
土 地 ５,４１０  ７,２５９  △ １,８４８ 
建 設 仮 勘 定 １０６  ５６３  △   ４５７ 

有 形 固 定 資 産 合 計 １６,４１９ 23.4 １８,１０７ 26.6 △ １,６８７ 

無 形 固 定 資 産      

ソ フ ト ウ ェ ア ６３５  ５６３  ７２ 
電 話 加 入 権 等 ２１６  ２０７  ８ 
連 結 調 整 勘 定 ４１８  １４３  ２７５ 

無 形 固 定 資 産 合 計 １,２７０ 1.8 ９１３ 1.4 ３５６ 

投資その他の資産      
投 資 有 価 証 券 ３,３８４  ３,１３２  ２５１ 
長 期 貸 付 金 ３９０  ３２９  ６０ 
繰 延 税 金 資 産 ２４０  ３１５  △    ７４ 
再評価に係る繰延税金資産 ８８４  －  ８８４ 
そ の 他 ３,０６３  ３,０４０  ２３ 
貸 倒 引 当 金 △      １２  △      １４  ２ 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ７,９５０ 11.4 ６,８０２ 10.0 １,１４７ 

固 定 資 産 合 計 ２５,６４０ 36.6 ２５,８２４ 38.0 △   １８３ 

資 産 合 計 ７０,０５５ 100.0 ６８,０２９ 100.0 ２,０２５ 
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（単位：百万円） 

 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 （２００２．３．３１） （２００１．３．３１） 増 減 

 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  
流 動 負 債      

支 払 手 形 及 び 買 掛 金       ２,８０６  ３,４７７  △   ６７０ 
短 期 借 入 金       ４,３２６  ３,５２０  ８０６ 
一 年 以 内 償 還 予 定 社 債 ９０  －  ９０ 
一年以内返済予定長期借入金 １７６  １９  １５６ 
未 払 法 人 税 等     ７５６  ３９８  ３５８ 
繰 延 税 金 負 債       ３３  ３７  △     ４ 
賞 与 引 当 金       １,０５６  ９７４  ８２ 
そ の 他           ２,８６２  ２,０３７  ８２４ 

流 動 負 債 合 計     １２,１０８ 17.3 １０,４６５ 15.4 １,６４３ 

固 定 負 債      
長 期 借 入 金    ７  １６７  △   １５９ 
繰 延 税 金 負 債  １２７  ５  １２１ 
退 職 給 付 引 当 金  ３８  －  ３８ 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ３２１  ６１２  △   ２９１ 
そ の 他           ３５９  ２７８  ８０ 

固 定 負 債 合 計     ８５４ 1.2 １,０６４ 1.5 △   ２０９ 

負 債 合 計     １２,９６３ 18.5 １１,５３０ 16.9 １,４３３ 

( 少 数 株 主 持 分 )      
少 数 株 主 持 分 ６,５６９ 9.4 ６,２３９ 9.2 ３３０ 

( 資 本 の 部 )      
資 本 金          ９,２７４ 13.3 ９,２７４ 13.6 － 
資 本 準 備 金   １０,８００ 15.4 １０,８００ 15.9 － 
再 評 価 差 額 金 △ １,２６５ △1.8 － － △ １,２６５ 
連 結 剰 余 金   ３１,４０３ 44.8 ３１,７３６ 46.6 △   ３３２ 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 １５ 0.0 △    ２７ △0.0 ４３ 
為 替 換 算 調 整 勘 定 ２９４ 0.4 △ １,５２３ △2.2 １,８１７ 
自 己 株 式  △        ０ △0.0 △        ０ △0.0 △     ０ 

資 本 合 計         ５０,５２２ 72.1 ５０,２６０ 73.9 ２６２ 

負債、少数株主持分及び資本合計   ７０,０５５ 100.0 ６８,０２９ 100.0 ２,０２５ 

 
 
 
 



（ローランド） 

－ － 11

 
 
 (2) 連結損益計算書   
 

（単位：百万円） 

 
２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 前 期 比 

科      目 （2001.4.1～2002.3.31） （2000.4.1～2001.3.31） 増   減 

 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

  ％  ％  
 Ⅰ 売 上 高 ６２,０３２ 100.0 ５８,７５６ 100.0 ３,２７６ 
 Ⅱ 売 上 原 価 ３７,８７７ 61.1 ３５,０７４ 59.7 ２,８０３ 

売 上 総 利 益 ２４,１５５ 38.9 ２３,６８１ 40.3 ４７３ 

 Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ２２,２４６ 35.8 ２１,６９７ 36.9 ５４９ 

営 業 利 益 １,９０８ 3.1 １,９８４ 3.4 △    ７６ 

      
 Ⅳ 営 業 外 収 益 ５８６ 0.9 ７２８ 1.2 △   １４１ 

受 取 利 息 １７７  ２２４  △    ４７ 
受 取 配 当 金 ２６  ３３  △     ７ 
為 替 差 益 ９０  １９２  △   １０２ 
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 ７２  ４９  ２２ 
そ の 他 ２２０  ２２７  △     ６ 

 Ⅴ 営 業 外 費 用 ３１１ 0.5 ４０８ 0.7 △    ９６ 

支 払 利 息 ２２１  ２４０  △    １９ 

そ の 他 ９０  １６７  △    ７７ 

経 常 利 益 ２,１８３ 3.5 ２,３０４ 3.9 △   １２０ 

      
 Ⅵ 特 別 利 益 ３２５ 0.5 ４３４ 0.8 △   １０８ 

前 期 損 益 修 正 益 ８  １３  △     ５ 
固 定 資 産 売 却 益 １２  ６３  △    ５０ 
関 係 会 社 株 式 売 却 益 ４  ５７  △    ５２ 
私 財 受 贈 益 ３００  ３００  － 

 Ⅶ 特 別 損 失 ５９６ 0.9 ９３ 0.2 ５０３ 

固 定 資 産 除 売 却 損 １０２  ４７  ５５ 
関 係 会 社 株 式 売 却 損 －  ２４  △    ２４ 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３８８  －  ３８８ 
関 係 会 社 株 式 評 価 損 １１  －  １１ 
そ の 他 ９４  ２１  ７３ 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １,９１２ 3.1 ２,６４５ 4.5 △   ７３３ 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １,４２７ 2.3 １,４８７ 2.5 △    ６０ 
法 人 税 等 調 整 額 △   １０６ △0.2 ５１ 0.1 △   １５７ 
少 数 株 主 利 益 ２９１ 0.5 ２９８ 0.5 △     ６ 

当 期 純 利 益 ３００ 0.5 ８０８ 1.4 △   ５０８ 
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 (3) 連結剰余金計算書   
 

（単位：百万円） 

科       目 
２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 
（2001.4.1～2002.3.31） 

２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 
（2000.4.1～2001.3.31） 

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ３１,７３６ ３１,９６６ 

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高 ６３２ １,０３８ 

配 当 金 ５７５ ６３９ 

役 員 賞 与 ５７ １０７ 

連結子会社増加による剰余金減少高 － ２９２ 

Ⅲ 当  期  純  利  益 ３００ ８０８ 

Ⅳ 連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ３１,４０３ ３１,７３６ 
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 (4) 連結キャッシュ・フロー計算書  

（単位：百万円） 
 

科      目 
２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 
(2001.4.1～2002.3.31) 

２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 
(2000.4.1～2001.3.31) 

 金 額 金 額 
Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
減 価 償 却 費 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
為 替 差 益 
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 
固 定 資 産 除 売 却 益 
固 定 資 産 除 売 却 損 
売 上 債 権 の 増 加 又 は 減 少 額 
たな卸資産の増加又は減少額 
仕 入 債 務 の 増 加 又 は 減 少 額 
役 員 賞 与 の 支 払 額 
そ の 他 

 
１,９１２ 
２,１１１ 

８７ 
△  ２０３ 

２２１ 
△  １５５ 
△   ７２ 
△   １２ 

１０２ 
△  ４２７ 

２,１５５ 
△ １,２４４ 
△   ７５ 

３９５ 

 
２,６４５ 
２,０９６ 

４２ 
△  ２５８ 

２４０ 
△  １２４ 
△   ４９ 
△   ６３ 

４７ 
５１ 

△ １,０４０ 
１３２ 

△  １１９ 
２２０ 

小      計 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

４,７９４ 
３７９ 

△  ２１６ 
△ １,４１５ 

３,８２２ 
３４３ 

△  ２４２ 
△ １,９７２ 

営業活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー 

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 
有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却による収入 
投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却による収入 
連結の範囲の変更を伴う子会社 
株 式 の 取 得 に よ る 支 出 
出 資 に よ る 支 出 
そ の 他 

３,５４１ 
 

－ 
６０ 

△ １,９０４ 
３３５ 

△ １,６３４ 
３６４ 

 
△  ４７３ 
△  １７６ 
△  ３５３ 

１,９５０ 
 

△    ０ 
７８０ 

△ １,９９４ 
３１２ 

△  ３８１ 
１,６３４ 

 
－ 

△  ３２３ 
△  ４４４ 

投資活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー 

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 
長期借入金の返済による支出 
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 
連結子会社の公募増資による収入  
連結子会社の第三者割当増資による収入  
私 財 の 受 贈 に よ る 収 入 
配 当 金 の 支 払 額 
少数株主への配当金の支払額 
そ の 他 

△ ３,７８２ 
 

７２７ 
△  １８９ 

－ 
－ 

１６９ 
３００ 

△  ５７５ 
△   ９６ 
△    ８ 

 

△  ４１６ 
 

５５７ 
△   １７ 
△  ７９５ 

６５９ 
－ 

３００ 
△  ６３９ 
△  １３３ 
△   １２ 

財務活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 

３２６ 
４５８ 

△   ８０ 
２９８ 

Ⅴ  現金及び現金同等物の増加額 
Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高 
Ⅶ  新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加 

５４４ 
１８,６０１ 

－ 

１,７５１ 
１６,５６４ 

２８５ 
Ⅷ  現金及び現金同等物の期末残高 １９,１４５ １８,６０１ 

（注）1．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 
    2002年3月期 2001年3月期  
  現金及び預金勘定    19,146  18,661 百万円  
  預入期間が3ヶ月を超える定期預金  △ 0   △ 60  
  現金及び現金同等物   19,145  18,601  
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［連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］  
 
1．連結の範囲に関する事項 
(1) 連 結 子 会 社 ２１社 ・ボ     ス ㈱ ・Roland Elektronische 

 ・ローランド イーディー㈱          Musikinstrumente HmbH. 
 ・ローランド テック㈱ ・Roland DGA Corporation 
 ・ローランド ディー．ジー．㈱ ・Roland Audio Development Corporation 
 ・ローランド アイ･ピー㈱ ・Roland Canada Music Ltd. 
・エディロール㈱ ・Roland France SA 
・ローランド ミュージック ・Roland DG Benelux n.v. 
          スタジオ㈱ ・Roland Benelux n.v. 
・Roland Europe S.p.A. ・Edirol Corporation North America 
 ・Rodgers Instruments LLC ・Roland Italy S.p.A. 
 ・Roland Corporation U.S. ・Roland DG (U.K.) Ltd. 
 ・Roland (U.K.) Ltd.  
  

(2) 非連結子会社 １１社 ・Roland Corporation Australia Pty. Ltd.  ・その他 ８社 
 ・Roland DG Australia Pty. Ltd.  
 ・Edirol Europe Ltd.   

 
当連結会計年度において、ローランド ミュージック スタジオ㈱（旧社名：ビクター・テクニクス・ミュ

ージック㈱）に資本参加し、連結子会社としました。また、Roland DG (U.K.) Ltd.を 2002 年 1 月 1 日付で設
立し、連結の範囲に含めています。なお、前連結会計年度において持分法適用関連会社であった Roland Italy 
S.p.A. は、当連結会計年度中に追加取得して子会社になったため、当連結会計年度から連結の範囲に含めてい
ます。 

その他の子会社 Roland Corporation Australia Pty. Ltd.、Roland DG Australia Pty. Ltd. 及び 
Edirol Europe Ltd. 等合計 11 社については、合計の総資産、売上高、当期純損益及び剰余金がいずれも
連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に含めていません。 

 
2．持分法の適用に関する事項 

関連会社のうち Roland Electronics de Espana S.A. 等合計 4 社に対する投資額については持分法を
適用しています。なお、前連結会計年度において持分法適用関連会社であった Roland Italy S.p.A. は、
当連結会計年度中に子会社になったため、当連結会計年度から連結の範囲に含めています。 

その他非連結子会社 11 社及び関連会社 7 社については、それぞれ当期純損益及び剰余金に及ぼす影響
が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用していません。持分法を適用していな
い会社は Roland Corporation Australia Pty. Ltd.、Roland DG Australia Pty. Ltd. 及び Roland 
(Switzerland) AG 等です。 

 
3．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社の決算日は Roland Europe S.p.A.、Rodgers Instruments LLC、Roland Audio Development 
Corporation、 Roland (U.K.) Ltd.、 Roland DGA Corporation、 Roland Corporation U.S.、 Roland 
Elektronische Musikinstrumente HmbH.、Roland Canada Music Ltd.、Roland France SA、Roland DG 
Benelux n.v.、Roland Benelux n.v.、Edirol Corporation North America、Roland Italy S.p.A. 及び  
Roland DG (U.K.) Ltd. を除き連結財務諸表提出会社と同一です。なお、上記全ての会社の決算日は 12 月
31 日であり、当該決算日現在の財務諸表を使用しています。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要な調整を行っています。 

 
4. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 ………………… 移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの ……………………………… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定） 

時価のないもの  ……………………………… 移動平均法による原価法 
②たな卸資産 

商品，製品，原材料および仕掛品 
(ｲ) 親会社及び国内連結子会社 ……………… 主として総平均法による低価法 
(ﾛ) 在外連結子会社 …………………………… 主として先入先出法による低価法 
貯蔵品 …………………………………………… 最終仕入原価法 

③デリバティブ …………………………………… 時価法 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ………………………………… 主として定率法。 
ただし、親会社及び国内連結子会社が 1998 年 4 月 1 日
以降取得した建物(建物付属設備を除く)については定
額法。 
なお、主な耐用年数は以下の通りです。 
 建物及び構築物   31～50 年 
 工具器具備品     2～ 6 年 

無形固定資産（連結調整勘定を除く） …… 主として定額法。 
ただし、親会社及び国内連結子会社が所有する市場販
売目的のソフトウェアについては販売可能有効期間に
おける見込販売数量に基づく方法、自社利用のソフト
ウェアについては社内における利用可能期間（5 年）に
基づく定額法。 
 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した後の金額を基礎とし

て、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

②賞与引当金 
従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しています。 

③退職給付引当金 
親会社及び国内連結子会社 7 社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額
を計上しています。 

なお、親会社及び国内連結子会社 6 社は、当連結会計年度末においては、年金資産額が退職給付債
務見込額に未認識会計基準変更時差異及び未認識数理計算上の差異を加減した額を超過しているため、
超過額を前払年金費用に計上し、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しています。 
会計基準変更時差異(402 百万円)は、5年による按分額を費用処理しています。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による定率 

法により、発生年度の翌連結会計年度から費用処理しています。 

④役員退職慰労引当金 
親会社および国内連結子会社 6 社は、役員退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しています。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、当該会社決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、収益及び費用は、当該会社の会計期間における期中平均相場により円貨に換算し、換算差額
は「少数株主持分」及び資本の部における「為替換算調整勘定」に含めています。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

(6) 消費税等の処理方法 
税抜方式で処理しています。 
 

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっています。 

 
6. 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っています。 

7. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成

しています。 

8. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金（手許現金及び要求払預

金）、取得日から満期日までの期間が３ヶ月以内の短期投資である定期預金をその範囲としています。 
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 注 記 事 項 
 
（連結貸借対照表関係） 

（ ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ） 

１. 有形固定資産の減価償却累計額 １７,５８６百万円 １. 有形固定資産の減価償却累計額 １６,３４８百万円 

２．担保提供資産及び対応債務 ２．担保提供資産及び対応債務 

担 保 提 供 資 産 ４,６４７百万円 担 保 提 供 資 産 ５,４９４百万円 

対 応 す る 債 務 ２,６０２百万円 対 応 す る 債 務 ２,０５７百万円 

３. 輸 出 手 形 割 引 高 ６５０百万円 ３. 輸 出 手 形 割 引 高 ７７２百万円 

４. 連結会計年度末日満期手形  ４. 連結会計年度末日満期手形  
 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連

結会計年度末日が金融機関の休業日のため、満期日に決
済が行われたものとして処理しています。当連結会計年
度末日満期手形は次の通りです。 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、 
当連結会計年度末日が金融機関の休業日のため、満期
日に決済が行われたものとして処理しています。当連
結会計年度末日満期手形は次の通りです。 

 受 取 手 形 ４２百万円  受 取 手 形 ８０百万円 

５. 保 証 債 務 １,５０８百万円 ５. 保 証 債 務 １,３３０百万円 

６. 非連結子会社及び関連会社に対する株式等  ６. 非連結子会社及び関連会社に対する株式等  
  １,７３０百万円   １,６４４百万円 

７．土地再評価法の適用 

「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31日公布法律第
34号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法
律」(平成13年3月31日公布法律第19号)に基づき、親会社にて
事業用土地の再評価を行っております。これに伴い、再評価に
係る税効果相当額を「再評価に係る繰延税金資産」として資産
の部に、また、再評価差額から税効果相当額を控除した金額を
「再評価差額金」として資本の部に計上しております。 

土地再評価法第3条第3項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政
令第119号）第2条第3号に定める土地課税台帳に登録されて
いる価格に合理的な調整を行い算出しております。 

再評価を行った年月日 ２００２年３月３１日 

再評価前の帳簿価額 ６ ,２８６百万円 
再評価後の帳簿価額 ４ ,１３６百万円 

 

 

 
（連結損益計算書関係） 

（ ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ） （ ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ） 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 １．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
広 告 販 促 費 ３,９１１百万円 広 告 販 促 費 ４,２４８百万円 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ８４百万円 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ４１百万円 
給 与 及 び 賞 与 ９,３４３百万円 給 与 及 び 賞 与 ８,８１６百万円 
役員退職慰労引当金繰入額 ３１百万円 役員退職慰労引当金繰入額 ６２百万円 
賞 与 引 当 金 繰 入 額 ４５４百万円 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ４１９百万円 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ８７百万円   

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 
 ５,１２９百万円  ４,８９８百万円 

３．固定資産除売却損の内訳  ３．固定資産除売却損の内訳  

建 物 ３３百万円 工 具 器 具 備 品 等 ４７百万円 

工 具 器 具 備 品 ３６百万円   

土 地 １６百万円   

そ の 他 １６百万円   
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（リース取引関係） 

項 目 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

リース取引 

  

   

リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額及び期末残高 

  取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相当額 

   取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

 

相当額   

建  物  

及 び 

構築物 

百万円 

２４０ 

百万円 

１２ 

百万円 

２２８ 

   

機械装

置及び

運搬具 

百万円 

３４２ 

百万円 

２２８ 

百万円 

１１３ 

 

  機械装

置及び

運搬具 
２２０ １４８ ７２ 

  
工具器

具備品 
９１ ６８ ２２ 

 

  工具器

具備品 
４６ ２４ ２１ 

  
合 計 ４３３ ２９６ １３６ 

 

  
合 計 ５０７ １８５ ３２２ 

       

        

未経過リース料期末残高相当額 １年内   ６９百万円 

１年超  ２５９百万円 

合  計  ３２８百万円 

１年内   ６３百万円 

１年超    ８１百万円 

合  計  １４４百万円 
   

支 払 リ ー ス 料 ８３百万円 ９１百万円 

減 価 償 却 費 相 当 額 ７５百万円 ８２百万円 

支 払 利 息 相 当 額 ６百万円 ７百万円 
   

減価償却費相当額の算定方法  リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ています。 

同    左 

利 息 相 当 額 の 算 定 方 法  リース料総額とリース物件の取
得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっています。 

同    左 

オペレーティング・リース取引   

未 経 過 リ ー ス 料 １年内  ３５３百万円 

１年超１,６２１百万円 
合  計１,９７４百万円 

１年内  ２９９百万円 

１年超１,６０１百万円 
合  計１,９０１百万円 
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（有 価 証 券 関 係）  
１.その他有価証券で時価のあるもの 

(単位:百万円) 

２００２年３月期 
（ 2 0 0 2 . 3 . 3 1 ）  

２００１年３月期 
（ 2 0 0 1 . 3 . 3 1 ）  区   分 

取得原価 
連結貸借対照
表 計 上 額 差 額 取得原価 

連結貸借対照
表 計 上 額 差 額 

 

連結貸借対照
表 計 上 額 が 
取得原価を超
え る も の 

(1)株   式 
(2)債   券 

国 債 ・ 
地方債等 
社  債 

(3)そ の 他 

66 
 
 

90 
74 
194 

233 
 
 

90 
80 
195 

167 
 
 

0 
6 
0 

704 
 
 

69 
94 
182 

771 
 
 

70 
102 
184 

66 
 
 

0 
8 
1 

 小 計 425 599 174 1,051 1,128 76 

 

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
な い も の 

(1)株   式 
(2)債   券 

国 債 ・ 
地方債等 
社  債 

(3)そ の 他 

341 
 
 

20 
239 
603 

299 
 
 

20 
239 
495 

△  41 
 
 

－ 
－ 

△ 107 

48 
 
 

－ 
83 

463 

29 
 
 

－ 
79 

352 

△  18 
 
 

－ 
△   4 
△  111 

 小 計 1,204 1,055 △ 148 595 461 △  134 

 合  計 1,629 1,654 25 1,646 1,589 △  57 

(注)1.減損処理を行った有価証券については、減損処理後の帳簿価格を取得原価として記載しています。 
2.減損処理金額 2002年3月期 388百万円  2001年3月期 34百万円 

 
２.当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

(単位:百万円) 

 ２００２年３月期 
(2001.4.1～2002.3.31) 

２００１年３月期 
(2000.4.1～2001.3.31) 

売 却 額 ３４６ ２４７ 
売却益の合計額 ４ － 
売却損の合計額 １ １８ 

 
３.時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(単位:百万円) 

 ２００２年３月期 
（ 2 0 0 2 . 3 . 3 1 ）  

２００１年３月期 
（ 2 0 0 1 . 3 . 3 1 ）  

そ の 他 有 価 証 券 
(1)子会社株式及び関連会社株式 
(2)その他有価証券 

①店頭売買株式を除く非上場株式 
②その他 

 
１,４０９ 

 
３４９ 

            ５２ 

 
１,４８７ 

 
１９ 
３６ 

合     計 １,８１１ １,５４３ 

 
４.その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 (単位:百万円) 

２００２年３月期 
（ 2 0 0 2年 3月 3 1日 現 在 ） 

２００１年３月期 
（ 2 0 0 1年 3月 3 1日 現 在 ） 区   分 

1年以内 
1 年 超 
5 年 以 内 

5 年 超 
10年以内 １年以内 

1 年 超 
5年以内 

5 年 超 
10年以内 

（1）債  券 
国債・地方債等 
社     債 

（2）そ の 他 

 
２０ 
６２ 

－ 

 
９０ 

２３９ 
５１ 

 
－ 

１８ 
８８ 

 
－ 
－ 
－ 

 
７０ 

１６２ 
４０ 

 
－ 

１８ 
１７ 

小 計 ８２ ３８１ １０６ － ２７３ ３５ 
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（デリバティブ取引関係） 
1．取引の状況に関する事項 

２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 
（ 2 0 0 1 . 4 . 1 ～ 2 0 0 2 . 3 . 3 1 ） 

２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 
（ 2 0 0 0 . 4 . 1 ～ 2 0 0 1 . 3 . 3 1 ） 

(1)取引の内容 
当社グループは、為替予約取引及び通貨スワップ

取引を利用しています。 

(1)取引の内容 
同        左 

 
(2)取引に対する取組方針 

当社グループは、基本的に外貨建金銭債権債務の残高の
範囲内で為替予約取引及び通貨スワップ取引を利用してい
る他、通常の外貨建営業取引に係る輸出入実績等を踏まえ
、必要な範囲内で為替予約取引を利用しています。 

(2)取引に対する取組方針 
 

同        左 

 
(3)取引の利用目的 

当社グループは、外貨建債権債務に係る為替相場の変
動リスクを回避する目的で為替予約取引及び通貨スワッ
プ取引を行っている他、通常の取引の範囲内で外貨建営
業債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避
する目的で、包括的な為替予約取引を行っています。な
お、当社グループが利用している為替予約取引及び通貨
スワップ取引には、投機目的のものはありません。 

(3)取引の利用目的 
 

同        左 
 
 

 

(4)取引に係るリスクの内容 
当社グループが利用している為替予約取引及び通貨ス

ワップ取引は、為替相場の変動によるリスクを有してい
ます。なお、当社グループの為替予約取引及び通貨スワ
ップ取引の契約先はいずれも信用度の高い銀行であるた
め、相手方の契約不履行によるリスクはほとんど無いと
認識しています。 

(4)取引に係るリスクの内容 
 

同        左 
 

 

(5)取引に係るリスクの管理体制 
為替予約取引及び通貨スワップ取引の実行及び管

理は、社内管理規程に定められた決裁手続を経て、
財務担当部門が行っています。 

(5)取引に係るリスクの管理体制 

同        左 

(6)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 
通貨スワップ取引に係る想定元本は、この金額自体が

デリバティブ取引に係る市場リスク量または信用リスク
量を示すものではありません。 

(6)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 
 

同        左 

 
２．取引の時価に関する事項 

（単位：百万円） 
２００２年３月期 ２００１年３月期 

契約額等 契約額等 
区 
 

分 

種 
 

類  うち 
１年超 

時 価 評価損益 

 うち 
１年超 

時 価 評価損益 

為替予約 
取引 

        

買 建         
日本円 １,８３２ － １,７１８ △１１３ ２,３２３ － ２,１９７ △１２５ 
ユーロ １４９ － １４５ △３ ６９ － ７１ １ 
米ドル １０８ － １１１ ２ ７７ － ７６ △  １ 

         
通貨スワ 
ップ取引 

    

売 建     

市 
場 
取 
引 
以 
外 
の 
取 
引 米ドル  － － － － ５４ － △  ８ △  ８ 

合   計 ２,０９０ － １,９７５ △１１５ ２,５２４ － ２,３３７ △１３２ 
（注） 

２００２年３月期 ２００１年３月期 
時価の算定方法 
（為替予約取引） 
先物為替相場によっています。 
（通貨スワップ取引） 
主たる金融機関から提示された価格によ
っています。 

 

 時価の算定方法 
  同       左 
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（退職給付関係）  

１．２００２年３月期（２００１.４.１～２００２.３.３１） 
（１）採用している退職給付制度の概要 

 退職給付制度は、勤務期間が１年以上の従業員が退職する場合、退職時までの勤務期間及び退職事由に応じ、退職
時の給与等に基づき算出された退職金を支払うこととなっています。この退職金の支払に充てるため、適格退職年金
制度を採用し、外部拠出を行っています。なお、一部の在外連結子会社は、確定拠出型年金制度を設けています。 
 

（２）退職給付債務に関する事項（２００２年３月３１日現在） 
（単位：百万円） 

イ．退職給付債務 △  ５,３６８ 
  ロ．年金資産 ４,２６６ 
  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △  １,１０２ 
  ニ．会計基準変更時差異の未処理額 ２４１ 
  ホ．未認識数理計算上の差異 １,０１３ 
  ヘ．連結貸借対照表上計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） １５３ 
  ト．前払年金費用 １９２ 
  チ．退職給付引当金 △     ３８ 

 
（３）退職給付費用に関する事項（２００１.４.１～２００２.３.３１） 

（単位：百万円） 
  イ．勤務費用 ３５０ 
  ロ．利息費用 １４６ 
  ハ．期待運用収益 △    １６２ 
  ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ８０ 
  ホ．数理計算上の差異の費用処理額 １３４ 
  ヘ．その他 ９７ 
  ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） ６４７ 

 
（注）「ヘ．その他」は、確定拠出型年金への掛金拠出額です。 

 
（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  イ．退職給付見込額の期間配分方法…………期間定額基準 
  ロ．割引率………………………………………３.０ ％ 
  ハ．期待運用収益率……………………………４.０ ％ 
  ニ．数理計算上の差異の処理年数…………… １０ 年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定率法により、発生年度の翌連結
会計年度から費用処理しています。） 

  ホ．会計基準変更時差異の処理年数…………  ５ 年 
 (注) 当社グループは、上記適格退職年金制度のほか、総合設立の厚生年金基金として、全国電子機械工業

厚生年金基金に加入していますが、当該厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指針３３項の例外処
理を行う制度です。同基金の年金資産残高のうち、当社グループの掛金拠出割合に基づく当連結会計
年度末の年金資産残高は３,６９７百万円であり、掛金拠出額は１８３百万円です。 

 
２．２００１年３月期（２０００.４.１～２００１.３.３１） 
（１）採用している退職給付制度の概要 

 退職給付制度は、勤務期間が 1 年以上の従業員が退職する場合、退職時までの勤務期間及び退職事由
に応じ、退職時の給与等に基づき算出された退職金を支払うこととなっています。この退職金の支払に
充てるため、適格退職年金制度を採用し、外部拠出を行っています。 
 

（２）退職給付債務に関する事項（２００１年３月３１日現在） 
（単位：百万円） 

イ．退職給付債務  △４,８７９ 
  ロ．年金資産 ４,０６９ 
  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △  ８１０ 
  ニ．会計基準変更時差異の未処理額 ３２２ 
  ホ．未認識数理計算上の差異 ６５４ 
  へ．連結貸借対照表上計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） １６６ 
  ト．前払年金費用 １６６ 

 
（３）退職給付費用に関する事項（２０００.４.１～２００１.３.３１） 

（単位：百万円） 
  イ．勤務費用 ３３０ 
  ロ．利息費用 １３４ 
  ハ．期待運用収益 △１６３ 
  ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ８０ 
  ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） ３８２ 
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（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  イ．退職給付見込額の期間配分方法…………期間定額基準 
  ロ．割引率………………………………………３．０％ 
  ハ．期待運用収益率……………………………４．０％ 
  ニ．数理計算上の差異の処理年数…………… １０年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定率法により、翌連結会計年度
から費用処理することとしています。） 

  ホ．会計基準変更時差異の処理年数…………  ５年 
 (注) 当社グループは、上記適格退職年金制度のほか、総合設立の厚生年金基金として、全国電子機械工業

厚生年金基金に加入していますが、当該厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指針３３項の例外処
理を行う制度です。同基金の年金資産残高のうち、当社グループの掛金拠出割合に基づく当連結会計
年度末の年金資産残高は３,７３９百万円です。 

 
(税効果会計) 
 
 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    
 ( ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 )  ( ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ) 
繰延税金資産    

たな卸資産評価減 ３４９百万円  １７５百万円 
たな卸資産未実現利益 １７４百万円  ３１２百万円 
有価証券評価差額 ４４５百万円  ３０６百万円 
賞与引当金 ２９１百万円  １８３百万円 
役員退職慰労引当金 １３２百万円  ２５１百万円 
連結子会社の繰越欠損金 １,００４百万円  ４９５百万円 
その他 ８９５百万円  ６６１百万円 

繰延税金資産小計 ３,２９３百万円  ２,３８６百万円 
評価性引当額 △１,０１３百万円  △ ４３５百万円 

繰延税金資産合計 ２,２７９百万円  １,９５１百万円 
繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金・特別償却準備金 △   ８２百万円  △  ９１百万円 
連結子会社及び持分法適用会社の留保利益 △  ５８０百万円  △ ５０５百万円 
その他 △  ２９９百万円  △ １２２百万円 

繰延税金負債合計 △  ９６３百万円  △ ７１８百万円 

繰延税金資産の純額 １,３１６百万円  １,２３２百万円 
 

(注)前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項
目に含まれています。 

 ( ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 )  ( ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ) 

流動資産－繰延税金資産 １,２３６百万円  ９６０百万円 
固定資産－繰延税金資産 ２４０百万円  ３１５百万円 
流動負債－繰延税金負債 △   ３３百万円  △  ３７百万円 
固定負債－繰延税金負債 △  １２７百万円  △   ５百万円 

 
 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 
 

 ( ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 )  ( ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 ) 
国内の法定実効税率 ４１．１％  ４１．１％ 
（調 整） 

欠損金子会社の未認識税務利益 
連結子会社投資の売却 

 
２１.９％ 

１.０％ 

  
６.６％ 
６.７％ 

交際費等永久に損金に算入されない項目 ４.８％  ２.２％ 
その他 ０.３％  １.６％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ６９.１％  ５８.２％ 
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（セ グ メ ン ト 情 報） 
 

1. 事業の種類別セグメント情報 

 （単位：百万円） 

２００２年３月期 （２００１．４．１～２００２．３．３１）  

                   ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科 目 

電 子 楽 器 

事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 

機 器 事 業 
計 

消 去 又 は 

全 社 
連 結 

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益      

売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 ４８,９０５ １３,１２７ ６２,０３２ － ６２,０３２ 
(2) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高 

又は振替高 １ ０ １ (   １) － 

計 ４８,９０７ １３,１２７ ６２,０３４ (   １) ６２,０３２ 

営 業 費 用 ４８,４１４ １１,７１１ ６０,１２６ (   １) ６０,１２４ 

営 業 利 益 ４９２ １,４１５ １,９０８ (   －) １,９０８ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的 
支出      

資 産 ５７,３９１ １２,６７５ ７０,０６６ △１１ ７０,０５５ 

減 価 償 却 費 １,７５１ ３５９ ２,１１１ － ２,１１１ 

資 本 的 支 出 １,７９７ ３７７ ２,１７４ － ２,１７４ 

 

（単位：百万円） 

２００１年３月期 （２０００．４．１～２００１．３．３１）  

                   ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科 目 

電 子 楽 器 

事 業 

ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 周 辺 

機 器 事 業 
計 

消 去 又 は 

全 社 
連 結 

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益      

売 上 高      

(1)外部顧客に対する売上高 ４７,００５ １１,７５０ ５８,７５６ － ５８,７５６ 
(2) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部売上高 

又は振替高 ２ ０ ２ (   ２) － 

計 ４７,００７ １１,７５１ ５８,７５８ (   ２) ５８,７５６ 

営 業 費 用 ４６,１５３ １０,６２０ ５６,７７４ (   ２) ５６,７７１ 

営 業 利 益 ８５３ １,１３０ １,９８４ (△ ０) １,９８４ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的 
支出      

資 産 ５５,８５２ １２,１９０ ６８,０４２ △１３ ６８,０２９ 

減 価 償 却 費 １,７４６ ３５０ ２,０９６ － ２,０９６ 

資 本 的 支 出 ２,０９１ ２９９ ２,３９０ － ２,３９０ 
 
(注)1.事業区分の方法 
   当社の事業区分は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して、電子楽器事業とコンピュータ周辺 

機器事業に区分しています。 

  2.各事業の主要な製品 
    (1)電子楽器事業 
       電子ピアノ、シンセサイザー、デジタルレコーダー、デスクトップ・ミュージック関連商品 
    (2)コンピュータ周辺機器事業 
       プロッタ、カッティングマシン、モデリングマシン、プリンター 
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 2. 所在地別セグメント情報 

 （単位：百万円） 

２００２年３月期 （２００１．４．１～２００２．３．３１） 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科  目 
日本 北米 欧州 計 

消去又は 

全社 
連結 

Ⅰ売上高及び営業損益       

売 上 高               
(1)外部顧客に対する売上 ２１,３０７ ２８,５７３ １２,１５１ ６２,０３２ － ６２,０３２ 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 １８,８２２ ３７４ １,７６９ ２０,９６５ (２０,９６５) － 

計 ４０,１２９ ２８,９４８ １３,９２１ ８２,９９８ (２０,９６５) ６２,０３２ 

営 業 費 用 ３９,２９３ ２８,１１０ １３,６８８ ８１,０９２ (２０,９６７) ６０,１２４ 

営 業 利 益 又 は 
営 業 損 失 ( △ ) 

８３５ ８３７ ２３２ １,９０５ (△    ２) １,９０８ 

Ⅱ 資      産 ４９,４１９ １５,４０９ １０,６０２ ７５,４３１ △５,３７５  ７０,０５５ 

 

 （単位：百万円） 

２００１年３月期 （２０００．４．１～２００１．３．３１）  

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 

科  目 
日本 北米 欧州 計 

消去又は 

全社 
連結 

Ⅰ売上高及び営業損益       

売 上 高             
(1)外部顧客に対する売上 ２０,９１２ ２６,９３７ １０,９０６ ５８,７５６ － ５８,７５６ 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 
  又は振替高 １９,３４５ ３２６ １,３８０ ２１,０５１ (２１,０５１) － 

計 ４０,２５７ ２７,２６３ １２,２８６ ７９,８０７ (２１,０５１) ５８,７５６ 

営 業 費 用 ３９,０１０ ２６,４８８ １２,３３０ ７７,８２９ (２１,０５７) ５６,７７１ 

営 業 利 益 又 は 
営 業 損 失 ( △ ) 

１,２４７ ７７５ △  ４４ １,９７７ (△    ６) １,９８４ 

Ⅱ 資      産 ５１,４５６ １３,４０２ ８,５０４ ７３,３６３ △５,３３３  ６８,０２９ 

 

(注)1.国又は地域の区分は､地理的近接度によっております。 

  2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
北米：米国、カナダ 
欧州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス、ベルギー 
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3. 海外売上高 
（単位：百万円） 

２００２年３月期 （２００１．４．１～２００２．３．３１） 

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 ２８,５３５ １４,３８６ ４,７４７ ４７,６６９ 

Ⅱ 連 結 売 上 高    ６２,０３２ 

Ⅲ  連結売上高に占める 
   海外売上高の割合(％) 

４６.０ ２３.２ ７.６ ７６.８ 

 

（単位：百万円） 

２００１年３月期 （２０００．４．１～２００１．３．３１）  

 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 ２６,８９８ １３,０８６ ４,６４６ ４４,６３１ 

Ⅱ 連 結 売 上 高    ５８,７５６ 

Ⅲ  連結売上高に占める 
   海外売上高の割合(％) 

４５.８ ２２.３ ７.９ ７６.０ 

 
(注)1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

  2.各区分に属する主な国又は地域 
北 米：米国、カナダ 
欧 州：イタリア、イギリス、ドイツ、フランス、ベルギー 
その他：東南アジア、中南米、豪州 

  3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 
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(関連当事者との取引) 
 
１.２００２年３月期（２００１.４.１～２００２.３.３１） 
役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 
関 係 内 容 

属性 氏  名 住所 資本金 事業の内容又は職業 議決権等の 

被所有割合 
役員の

兼任等 

事業上

の関係 

取引の内容 取引

金額 
科目 期末

残高 

顧問料の支払 (注)1 13 － － 

(財)ローランド芸術

文化振興財団への

寄付金の支払 (注)2 

27 － － 

個人 

主要 

株主 
梯 郁太郎 － － 

当社特別顧問 
 
(財)ローランド芸術文化 

振興財団理事長 

直接 

12.1％ － － 

浜松研究所増設建築

費用の一部を受贈 

(私財[現金]の譲受) 

300 － － 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

1．当社特別顧問 梯 郁太郎との取引は、2001 年 6 月 22 日付当社特別顧問就任以降の取引であり、顧問に関する 

内規に基づき決定しています。 

   2．(財)ローランド芸術文化振興財団との取引は、いわゆる第三者のための取引です。 

 
 
２.２００１年３月期（２０００.４.１～２００１.３.３１） 
役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 
関 係 内 容 

属性 氏  名 住所 資本金 事業の内容又は職業 議決権等の 

被所有割合 
役員の

兼任等 

事業上

の関係 

取引の内容 取引

金額 
科目 期末

残高 

(財)ローランド芸術

文化振興財団への

寄付金の支払 (注) 

40 － － 

役員 梯 郁太郎 － － 

当社取締役会長 
 
(財)ローランド芸術文化 

振興財団理事長 

直接 

12.1％ － － 
浜松研究所増設建築

費用の一部を受贈 

(私財[現金]の譲受) 

300 － － 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

    (財)ローランド芸術文化振興財団との取引は、いわゆる第三者のための取引です。 
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５.生産、受注及び販売の状況 
 
(１)生 産 実 績 

（単位：百万円） 

 ２ ０ ０ ２ 年 ３ 月 期 ２ ０ ０ １ 年 ３ 月 期 

品 目 (2001.4.1～2002.3.31) (2000.4.1～2001.3.31) 
事 業 の 種 類 別 

セ グ メ ン ト の 名 称 
 金 額 金 額 

 電 子 楽 器 １８,９１９ １８,３７７ 

 家 庭 用 電 子 楽 器 １０,８０２ １０,７２８ 

 音 響 機 器 ７,０６８ ６,７６１ 

 コンピュータ・ミュージック 
 関 連 機 器 他 

５,９０４ ４,８１９ 

 小 計 ４２,６９５ ４０,６８８ 

コンピュータ周辺機器事業 プロッタ、プリンター他 ８,２３１ ７,２８６ 

合 計 ５０,９２６ ４７,９７４ 

(注) 金額は販売価格によっています。 
 
(２)受 注 状 況 

当社グループは、その製品の性質上需要予測による見込生産方式を採り、受注生産を行っていません。 
 
 

(３)販 売 実 績 

（単位：百万円） 

 

品 目 

２００２年３月期 

(2001.4.1～2002.3.31) 

２００１年３月期 

(2000.4.1～2001.3.31) 
事 業 の 種 類 別 

セ グ メ ン ト の 名 称 
 金 額 金 額 

 

増 減 率 

 電 子 楽 器 ２１,９５９ ２１,６４４ 
％ 

１.５ 

 家 庭 用 電 子 楽 器 １１,０９１ １０,８５９ ２.１ 

 音 響 機 器 ８,３１９ ７,８９７ ５.４ 

 コンピュータ・ミュージック 
 関 連 機 器 他 

７,５３５ ６,６０４ １４.１ 

 小 計 ４８,９０５ ４７,００５ ４.０ 

コンピュータ周辺機器事業 プロッタ、プリンター他 １３,１２７ １１,７５０ １１.７ 

合 計 ６２,０３２ ５８,７５６ ５.６ 

 (注) セグメント間の取引については相殺消去しています。 
 

電 子 楽 器 事 業 

電 子 楽 器 事 業


